
 

法務省 民法（成年年齢関係）改正Ｑ＆Ａより抜粋した内容を記載します。お役立てくださ

い。http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00238.html 

 

Ｑ どうして民法の成年年齢を 18歳に引き下げるのですか？ 

Ａ 我が国における成年年齢は，明治９年以来，20歳とされています。近年，憲法改正国民

投票の投票権年齢や，公職選挙法の選挙権年齢などが 18歳と定められ，国

政上の重要な事項の判断に関して，18歳，19歳の方を大人として扱うとい

う政策が進められてきました。こうした政策を踏まえ，市民生活に関する

基本法である民法においても，18歳以上の人を大人として取り扱うのが適

当ではないかという議論がされるようになりました。世界的にも，成年年

齢を 18歳とするのが主流です。成年年齢を 18歳に引き下げることは，18

歳，19歳の若者の自己決定権を尊重するものであり，その積極的な社会参

加を促すことになると考えられます。 

  

Ｑ 成年年齢は，いつから 18歳になるのですか？ 

Ａ 成年年齢を 18歳に引き下げることを内容とする「民法の一部を改正する法律」は，2022

年４月１日から施行されます。2022年４月１日の時点で，18歳以上 20歳未満の方（2002年

４月２日生まれから 2004年４月１日生まれまでの方）は，その日に成年に達することになり

ます。2004年４月２日生まれ以降の方は，18歳の誕生日に成年に達することになります。 

  

Ｑ 成年年齢の引き下げによって，18歳で何ができるようになるのですか？ 

Ａ 民法の成年年齢には，一人で有効な契約をすることができる年齢という意味と，父母の

親権に服さなくなる年齢という意味があります。 

成年年齢の引下げによって，18歳，19歳の方は，親の同意を得ずに，様々な契約をするこ

とができるようになります。例えば，携帯電話を購入する，一人暮らしのためのアパートを

借りる，クレジットカードを作成する（支払能力の審査の結果，クレジットカードの作成が

できないことがあります。），ローンを組んで自動車を購入する（返済能力を超えるローン契

約と認められる場合，契約できないこともあります。），といったことができるようになりま

す。 

なお，2022年４月１日より前に 18歳，19歳の方が親の同意を得ずに締結した契約は，施

行後も引き続き，取り消すことができます。 

また，親権に服することがなくなる結果，自分の住む場所（居所）を自分の意思で決めた

り，進学や就職などの進路決定についても，自分の意思で決めることができるようになりま

す。もっとも，進路決定について，親や学校の先生の理解を得ることが大切なことに変わり

はありません。そのほか，10年有効パスポートの取得や，公認会計士や司法書士などの国家

資格に基づく職業に就くこと（資格試験への合格等が必要です。），性別の取扱いの変更審判

を受けることなどについても，18歳でできるようになります。 

  

Ｑ お酒やたばこが解禁される年齢も 18歳になるのですか？ 

消費者被害アンケート＊めやすばこ≪成年年齢引き下げについて≫ 
成年年齢が引き下がることに伴い、高校生でもさまざまなトラブルに遭うことが懸念されます 

＝概要とトラブルの注意点＝ 

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00238.html


Ａ 民法の成年年齢が 18歳に引き下げられても，お酒やたばこに関する年齢制限について

は，20歳のまま維持されます。また，公営競技（競馬，競輪，オートレース，モーターボー 

ト競走）の年齢制限についても，20歳のまま維持されます。これらは，健康被害への懸念

や，ギャンブル依存症対策などの観点から，従来の年齢を維持することとされています。 

  ⇒なくす会アンケートめやすばこ【Ｑ２】の答え：⑧（酒たばこ）⑨（公営競技）は✖ 
 

Ｑ 消費者被害の拡大が懸念されていますが，どのような対策をとるのですか？ 

Ａ 民法では，未成年者が親の同意を得ずに契約した場合には，原則として，契約を取り消

すことができるとされています（未成年者取消権）。未成年者取消権は未成年者を保護するた

めのものであり，未成年者の消費者被害を抑止する役割を果たしてきました。成年年齢を 18

歳に引き下げた場合には，18歳，19歳の方は，未成年者取消権を行使することができなくな

るため，悪徳商法などによる消費者被害の拡大が懸念されています。政府としては，小・

中・高等学校等における消費者教育の充実（例：契約の重要性，消費者の権利と責任など）

や，若者に多い消費者被害を救済するための消費者契約法の改正，全国共通の３桁の電話番

号である消費者ホットライン 188の周知や相談窓口の充実など，様々な

環境整備の施策に取り組んできました。 

今後も，「成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡

会議」を開催して，政府全体で環境整備に取り組んでいきたいと考えて

います。 

 

Ｑ 養育費はどうなるのですか？ 

Ａ 子の養育費について，「子が成年に達するまで養育費を支払う」との取決めがされている

ことがあります。成年年齢が引き下げられた場合にこのような取決めがどうなるか心配にな

るかもしれませんが，取決めがされた時点では成年年齢が 20歳であったことからしますと，

成年年齢が引き下げられたとしても，従前どおり 20歳まで養育費の支払義務を負うことにな

ると考えられます。 

また，養育費は，子が未成熟であって経済的に自立することを期待することができない場

合に支払われるものなので，子が成年に達したとしても，経済的に未成熟である場合には，

養育費を支払う義務を負うことになります。このため，成年年齢が引き下げられたからとい

って，養育費の支払期間が当然に「18歳に達するまで」ということになるわけではありませ

ん。例えば，子が大学に進学している場合には，大学を卒業するまで養育費の支払義務を負

うことも多いと考えられます。 

なお，今後，新たに養育費に関する取決めをする場合には，「22歳に達した後の３月ま

で」といった形で，明確に支払期間の終期を定めることが望ましいと考えられます。 

  

Ｑ どうして女性の婚姻開始年齢を 18歳に引き上げるのですか？ 

Ａ 現在，婚姻開始年齢（結婚ができるようになる年齢）に男女差が設けられているのは，

男女間で心身の発達に差異があるためであるとされています。しかし，社会・経済の複雑化

が進展した今日では，婚姻開始年齢の在り方に関しても，社会的，経済的な成熟度をより重

視すべき状況になっています。そして，社会的・経済的な成熟度といった観点からは，男女

間に特段の違いはないと考えられることから，婚姻開始年齢における男女の取扱いの差異を

解消することにしたものです。 

その上で，高校等進学率が 98パーセントを超えていることなどからしますと，婚姻をする

には，少なくとも 18歳程度の社会的・経済的成熟が必要であると考え，女性の婚姻開始年齢



を 18歳に引き上げることとしたものです。女性の婚姻開始年齢の引上げについても， 

2022年４月１日から施行されます。なお，2022年４月１日の時点で既に 16歳以上の女性

は，引き続き，18歳未満でも結婚することができます。 

 

Ｑ 成人式はどうなりますか？ 

Ａ 成人式の時期や在り方に関しては，現在，法律による決まりはな

く，各自治体の判断で実施されていますが，多くの自治体では，１月の

成人の日前後に，20歳の方を対象に実施しています。 

成年年齢が 18歳に引き下げられた場合には，そもそも 18歳の方を対

象とするのか，高校３年生の１月という受験シーズンに実施するのか，2022年度は３学年分

同時に実施するのかといった問題があると指摘されています。 

政府としては，成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡会議におい

て，関係者の意見や各自治体の検討状況を取りまとめた上で情報発信し，各自治体がその実

情に応じた対応をすることができるよう取り組んでいきたいと考えています。 

 

2021年 6月に改正され、2年後までに順次施行されます。施行の時期にご注意ください。 

◆主な改正点 

 改正前 改正後 

送り付け商法 注文なしに業者が送り付

けた商品は、14日間経過

後は返還請求できない

（その後は処分が可能） 

注文なしに業者が送り付けた商品は、直

ちに返還請求はできなくなる 

（直ちに処分等が可能） 

⇒2021 年 7 月 6日施行 

通販の「詐欺的な

定期購入商法」 

定期購入であることを明

示しない場合、行政処分

の対象に 

定期購入でないと誤認させるような表示

をした場合、行政処分に加え刑事罰の対

象になる。詐欺的な表示によって申込み

をした場合に申込みの取り消しを認める 

販売預託商法 

（オーナー商法） 

一定の制約の下で可能 販売を伴う預託等取引を原則禁止とし、

罰則を規定 

契約書 紙の書面 消費者が事前に承諾すれば、電磁的方法

（電子メールの送付等）も可 

クーリング・オフ 書面で業者に対し通知 電磁的方法（電子メールの送付等）も可 

 

◆契約（法定）書面の電子化に関する注意点 

① 契約書面の電子交付の場合、詳細な契約条項が手のひらサイズのスマートフォンに届い

ても、セールストークとは異なる契約の不利な面や、クーリング・オフの存在に気付か

ないまま８日間を経過してしまうことが懸念されます。そのため、頭を冷やして考え直

すクーリング・オフの機会を逸するおそれが強くなります。 

② 事業者が主導的に勧誘する不意打ち勧誘や利益誘引勧誘の場合に、事業者が消費者に対

し、積極的に電磁的方法に依る書面交付を勧めれば、多くのケースで電子交付が主流に

なってしまう恐れがあります。 

消費者被害アンケート＊めやすばこ≪特商法・預託法改正について≫ 
＝改正のポイントと注意点＝ 

 



◆なくす会アンケートめやすばこＱ４～Ｑ８のの答え 正解の部分に☑をしてあります。 

【Ｑ４】送り付け商法に関する改正について   

頼んでもいないマスクが突然自宅に届き、代金を請求されました。改正後の対応として正し

いと思うもの一つを選んで☑してください。 

☑ ①注文していないことを確かめたら、すぐに処分しても良い 

□ ②2週間保存したのち、処分しても良い 

□ ③業者に返送しなければならない 

 

【Ｑ５】定期購入契約に関する改正について   

スマホを見ていたら健康食品が『初回無料』とあったので注文したところ、実際は定期購入

で高額な請求がありました。改正後に行うことができると思うものすべてに☑してください 

☑ ①行政機関が業務停止命令などの処分を行う 

☑ ②刑事罰の対象となる 

☑ ③詐欺的な表示によって申込んだので、申込みの取り消しが認められる 

 

【Ｑ６】オーナー商法（販売預託商法）に関する改正について   

豊田商事事件やジャパンライフ事件などの「販売預託商法」について改正後はどうなると思

いますか。改正後の対応で正しいと思うものすべてに☑してください 

☑ ①消費者庁の事前の確認の手続きを受けないで広告・勧誘することを原則禁止 

□ ②指定された商品については、事前の確認の手続きを経ることなく広告・勧誘ができる 

☑ ③違反して勧誘、契約締結をした者は懲役、法人には罰金、刑罰の対象となる 

 

【Ｑ７】契約書面（申込書面や概要書面）の交付に関する改正について   

改正後の対応として正しいと思うものすべてに☑してください 

□ ①対面での契約でも、業者の判断で電子メールなどの送付により契約書が発行される 

□ ②通信販売等オンラインでの契約の場合は、電子メールなどの送付で契約書を発行される 

☑ ③契約方法によらず、消費者が承諾した場合のみ電子メールなどの送付が可能となる 

 

【Ｑ８】クーリング・オフに関する改正について   

改正後のクーリング・オフの方法について正しいと思うものすべてに☑してください 

☑ ①書面のほかに、電子メールなどによってもクーリング・オフの通知が認められる 

☑ ②電子メールを発信した時点で効力が発生する 

□ ③電子メールの受信を、事業者が確認した時点で効力が発生する 

それでも被害にあってしまったら  

 

① 局番なしの「188」に電話し相談しましょう。 

② 同じような被害が広がらないよう、なくす会にも情報提供をお願いします。 

 

情報提供先：ＮＰＯ法人埼玉消費者被害をなくす会   

℡ 048－844－8972 

HP 埼玉消費者被害をなくす会＞情報受付フォーム 

 


